
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２期岩倉市行政経営プラン（案） 

及び同行動計画（案）に対する意見書 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年２月１７日 

 

 

岩倉市行政経営プラン推進委員会 



はじめに 

岩倉市では、昭和61年10月に策定された岩倉市行政改革大綱を始めとして、

平成12年５月に策定された第２次岩倉市行政改革大綱、平成17年11月に策定さ

れた岩倉市行政改革集中改革プランに基づき、民間委託等の検討や職員数、人

件費等の経費の削減を主な内容とする行政改革に取り組んできた。 

また、平成23年度からは岩倉市行政経営プラン及びこれに基づく行動計画を

策定し、行政経営の視点から、基本目標を「将来にわたって自立でき、発展す

るまちづくり」と定めるとともに、経営指標として「岩倉市の施策に対する市

民満足度の向上」と「財政指標」を掲げ、４つの改革の柱とこの柱ごとに方向

性を定めて、行政改革に取り組み、当委員会において、その取組実績について、

検証、提言等を行ってきた。 

平成27年度をもって、岩倉市行政経営プラン及び同行動計画の計画期間が満

了を迎えたが、新たな社会課題として人口減少社会への対応や、公共施設の老

朽化などが顕在化してきたことに伴い、行政改革の取組を更に進めていくため

の次期計画の策定が必要であると強く感じているところである。 

このたび、次期計画である第２期岩倉市行政経営プラン及び同行動計画の案

が示されたことを受け、平成29年２月３日・６日の２日間に渡りその内容につ

いて審議し、その結果を次のとおり取りまとめたので、当委員会の意見として

提言する。 

なお、岩倉市行政改革推進本部から提出された「第２期岩倉市行政経営プラ

ン（案）」及び「行動計画（案）」の内容について、委員会としてはおおむね

適当と認めるが、今後も行財政改革へのたゆまぬ努力を続け、現下の社会経済

情勢や市民の生活実感に即した取組を進めるよう切に願うとともに、当委員会

の意見を真摯に受け止め、今後５年間の岩倉市の行政改革推進の指針となる「第

２期岩倉市行政経営プラン及び同行動計画」の決定とこれに沿った更なる行財

政改革を推進することを強く要望する。 

 

 

Ⅰ 岩倉市行政経営プランについて 

１ 行政改革の必要性 

 (４)「岩倉市行政経営プラン」における取組の総括と「第２期岩倉市行政経営

プラン」の策定について  

・＜経営指標１ 岩倉市の施策に対する市民の満足度について＞の表は、市民

満足度の数値がどのような意味を持つのか分かりづらいため、説明を付記する

などの改善を求める。 

 

５ 改革の柱とその方向性  

・行動計画における年度目標については、数値目標をさらに多く設定し、根拠

をはっきりさせると、より有用なものとなる。 
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(１) 人材の育成と効率的な組織運営の推進 

① 組織の最適化と働きやすい職場環境づくり 

・１人１人の職員がストレス管理に心がけ、働きやすい職場環境にしてほしい。 

・臨時職員や再任用職員など、働き方が多様化する中で、管理職はマネジメン

トが難しくなっている。管理職に過度な負担がかからないよう対応してほしい。 

・プロジェクトチームの編成は、場合によってはマイナスの効果を生じさせる

場合もあるので、編成に当たっては効果を良く考えて実施してほしい。 

・重点化した事業に人員や予算を集中させ、事業の進捗を早めるなどの方法も

検討してほしい。 

 

③ 職員数の適正化 

・経費及び人員の削減効果について言及があるが、岩倉市の職員の規模は何人

であることが適正なのかという観点が必要である。正規職員は減っているが、

臨時職員、再任用職員等は増えており、全体として、人数が増えているのでは

ないか。臨時職員、再任用職員の単価が低いので、業務に必要な人数に対して

どれだけ人件費を支出しているかという視点で比較検討して、結果的にそれほ

ど経費が変わらないのであれば、長期的な職員の質を確保するためにも、正規

職員を増やしても良いのではないか。 

・人員削減によって職員に過剰な負担がかかることのないよう、適正な人員数

を確保してほしい。 
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第２期岩倉市行政経営プラン行動計画に対する行政経営プラン推進委員会からの意見

28 29 30 31 32

　地方分権の進展や新たな行政課題に的
確かつ柔軟に対応し、効率的な行政サービ
スを継続していくことのできる組織運営と市
民にわかりやすい組織づくりを行う。
　また、必要に応じて組織や機構の枠を超
えたプロジェクトチームなどを編成し、戦略
的かつ弾力的に課題解決に取り組む。

　職員の適性や能力等を反映した職員配置と
柔軟な組織体制を構築することにより、効果
的・効率的な行政運営を行うことができるととも
に、市民サービスの向上が図られる。

実施 実施 実施 実施 実施 ・プロジェクトチームを編成することが
却ってマイナスになる場合もある。プ
ロジェクトチームを編成する際は効果
を考えて編成してほしい。

　年次有給休暇等の取得について、次世代
育成支援対策推進法に基づき策定した市
特定事業主行動計画に規定する取組（年次
有給休暇の取得促進・連続休暇等の取得
促進・子どもの看護のための特別休暇の取
得促進等）を推進する。

　職務に専念しながら、職員が安心して結婚、
出産、子育て、介護ができる「働きやすい職場
環境」づくりが図られる。

実施 実施 実施 実施 実施

　時間外勤務手当の縮減、職員の健康保持及
び仕事と家庭との調和が図られる。

実施 実施 実施 実施 実施

　市人材育成基本方針に基づき、日々の仕
事を通じて職員を育てる職場環境の構築、
職員の能力や資質を伸ばす職員研修の実
施、職員の意欲を高め、身に付けた知識や
能力を生かす人事管理に取り組む。

　やりがいを持って職務に取り組むことにより、
職員の成長や組織の総合力の向上が見込ま
れる。

実施 実施 実施 実施 実施

　救急業務の高度化に対応する専門性の高い
職員を育成し、それに続く後進の目標となる等
の波及効果を創出することにより、救命率向上
にもつながる。
目標：運用救急救命士数（処置拡大等延べ認
定数）。

9人
(27件)

9人
(29件)

10人
(33件)

11人
(36件)

12人
(39件)

1

2

3

5

秘書企画課

秘書企画課

行政需要等
に応じた組
織・機構の構
築

年次有給休
暇等の取得
促進

秘書企画課

 
人
材
の
育
成
と
効
率
的
な
組
織
運
営
の
推
進

消防本部総
務課

救急業務の
高度化

　救急救命士の新規養成、処置拡大等研修
受講、指導者の養成に取り組む。

※救急救命士の認定資格
包括下除細動、気管挿管、薬剤投与、処置
拡大（心肺機能停止前の静脈路確保と輸
液、血統測定と低血糖発作症例へのブドウ
糖溶液の投与）、薬剤投与指導者、指導救
命士　他

時間外勤務
の縮減

①
組
織
の
最
適
化
と
働
き
や
す
い
職
場
環
境
づ
く
り

　ノー残業デー及び育児の日の推進、管理
職員の業務マネジメントの推進、時間管理
の手法などを取得する研修を実施する。ま
た所属ごとにミーティングや朝礼を実施し、
業務の確認・調整を行い、業務効率をあげ
るためのスケジュール管理に取り組む。

人材育成基
本方針の推
進

4

№
行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課 取組内容
年度目標

効果見込 推進委員会からの意見

②
人
材
育
成
の
推
進

秘書企画課

-
3
-



28 29 30 31 32

№
行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課 取組内容
年度目標

効果見込 推進委員会からの意見

　再任用職員・嘱託職員・パート職員の任
用・雇用及び高度な専門知識を持った人材
の育成・採用をするとともに、職員の適性や
能力等を反映した職員配置、市民ニーズや
業務量に見合った職員数の管理に努める。

　最適な職員配置や職員数の管理を行うこと
により、効果的・効率的な行政運営を行うこと
ができる。

実施 実施 実施 実施 実施

　安定的な後期高齢者医療制度の運営と負
担の公平性を確保するため、効果的な収納
対策に取り組む。
　新たな滞納者の発生を防ぐため、高齢者
に配慮した通知をするとともに電話や訪問
により納付を促す。また、納付忘れを防ぐた
め、口座振替を勧奨する。

99.60 ％
（現年度

分）
99.11 ％
（うち普通
徴収分）

99.62 ％
（現年度

分）
99.13 ％
（うち普通
徴収分）

99.64 ％
（現年度

分）
99.15 ％
（うち普通
徴収分）

99.66 ％
（現年度

分）
99.17 ％
（うち普通
徴収分）

99.68 ％
（現年度

分）
99.19 ％
（うち普通
徴収分）

（市税）
現年

99.10％
滞繰

24.00％
（国保）
現年

91.00％
滞繰

23.44％

（市税）
現年

99.15％
滞繰

24.15％
（国保）
現年

91.25％
滞繰

23.46％

（市税）
現年

99.20％
滞繰

24.30％
（国保）
現年

91.50％
滞繰

23.48％

（市税）
現年

99.25％
滞繰

24.40％
（国保）
現年

91.75％
滞繰

23.49％

（市税）
現年

99.30％
滞繰

24.50％
（国保）
現年

92.00％
滞繰

23.50％

99.00％
（現年度

分）
89.00％

（うち普通
徴収分）

99.05％
（現年度

分）
89.50％

（うち普通
徴収分）

99.10％
（現年度

分）
90.00％

（うち普通
徴収分）

99.15％
（現年度

分）
90.50％

（うち普通
徴収分）

99.20％
（現年度

分）
91.00％

（うち普通
徴収分）

介護保険料
の収納率の
向上

6

7

 
人
材
の
育
成
と
効
率
的

な
組
織
運
営
の
推
進

職員数の最
適化

秘書企画課

市民窓口課

税務課

長寿介護課

後期高齢者
医療保険料
の収納率の
向上

市税の収納
率の向上

①
歳
入
確
保
の
強
化

　歳入確保への取組を実施しながら、県内の
平均収納率を目標に収納率の向上を図る。

収納率目標
　32年度　市税99.30％　滞納繰越分24.50％
　　　　　　 国保92.00％　滞納繰越分23.50％

※27年度　市税99.07％　滞納繰越分23.97％
　　　　　　　国保90.97％　滞納繰越分23.42％
　27年度（県内平均）
　　　　　　　市税99.35％　滞納繰越分28.12％
　　　　　　　国保93.66％　滞納繰越分21.40％

　現年分の未納額発生を抑えることで累積滞
納額の拡大を抑制するとともに過年度分の徴
収に努めて徴収額の向上を目指す。

収納率目標（現年度分）
　32年度  99.20％、91.00％（うち普通徴収分）

※27年度 98.95％、
過去５年間の平均：99.02％、
88.69％（うち普通徴収分）
過去５年間の平均：90.27％

26年度（県内平均）
99.08％、（うち普通徴収分）90.26％

　分かりやすく伝えることにより納付に繋げ、収
納率の向上を図る。また口座振替を勧奨する
ことにより、納め忘れや初期未納を防ぎ、新た
な滞納者の発生を抑制する。

収納率目標（現年度分）
　32年度　99.68 ％、99.19 ％（うち普通徴収
分）

※27年度　99.58％　（県内平均：99.56％）、
　　　　　　　99.09％（うち普通徴収分）（県内平
均：99.09％）

8

9

 
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

　安定的な税収を確保するために、現年の
普通徴収課税分は、口座振替納付を推進
する。
　滞納者には財産調査を徹底し、担税能力
がありながら納付がない場合は、早期の滞
納処分を実施するとともに、動産等を差押
えた場合はインターネット公売を利用して効
率的な換価を実施する。

③
職
員
数
の
適
正
化

　安定的な介護保険事業の運営と保険制度
としての負担と給付の公平性を確保するた
め、介護保険料の滞納者に対し、督促状の
送付や電話催告により納付を求める。ま
た、臨戸訪問による徴収を実施する。
　口座振替による納付を促し、新規滞納の
抑制を図る。
　滞納により、介護サービス利用時に制限
が生じる旨の説明を行い、納付に理解を求
める。

-
4
-



28 29 30 31 32

№
行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課 取組内容
年度目標

効果見込 推進委員会からの意見

　学校と連携し、未納額を増加させないよう
に早期から通知や面談を実施する。
　中学校を卒業した未納保護者には電話催
告や催告通知を発送するとともに、個別面
談の実施を図るなど徴収に努める。

99.93% 99.93% 99.93% 99.93% 99.93%

99.96% 99.96% 99.96% 99.96% 99.96%

　早期に未納額の発生を抑えることで収納率
の向上を図る。

収納率目標（現年度分）
　28年度～32年度までの各年度　100.0%

※27年度　100.0%

100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

13 行政課

　必要な行政サービスをその受益に応じた
適正な費用負担によって持続的に提供でき
るようにするため、サービス提供に係る経費
とのバランスを考慮し、応能割と応益割の
考え方により、使用料、手数料等の適正化
を図る。平成31年10月からの消費税増税の
転嫁を含め、見直しを行っていく。

検討 検討 検討 実施 実施

14 税務課

　市税の新たな納付方法として、自宅でも納
付できるクレジットカード収納を導入し、納税
者の利便性の向上を図る。

検討 検討 検討 実施 実施

13,795千
円

13,795千
円

13,795千
円

13,795千
円

13,795千
円

　クレジットカード収納は、納税通知書があれ
ばパソコンや携帯端末（スマートフォンを含
む。）などインターネットで手続きができるため、
場所を問わず納付できるメリットがある。カード
利用時にはポイントがたまり、また、手元に現
金がなくても納付が可能であることと、支払い
をリボ払いにすれば自分で分割納付を設定す
ることができるなど納税者の利便性が向上す
る。

使用料、手
数料等の適
正化

　受益者負担の適正化が図られる。

　県内の平均収納率は99.67％であり、前回の
行政経営プラン行動計画の目標を達成してい
るため、27年度の収納率を維持することを目標
とする。

収納率目標（現年度分）
　28年度～32年度までの各年度　99.93％

※27年度 99.93％、過去５年間の平均は
99.81%

ふるさといわ
くら応援寄附
金の積極的
な推進

　ふるさといわくら応援寄附金制度本来の
趣旨を理解した上で、地元の特産品等や岩
倉市を全国にＰＲする絶好の機会と捉え、お
礼の品を幅広く発掘するとともに、岩倉市の
ふるさといわくら応援寄附金制度、お礼の品
を積極的にＰＲし、寄附金を確保する。15

学校教育課
給食費の収
納率の向上

10

・給食費を一般会計化したことに伴
い、滞納者の影響が目立ちにくくなっ
たため、不公平にならないよう、これ
まで以上に徴収に取り組んでほしい。

保育料の収
納率の向上

秘書企画課

 
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

①
歳
入
確
保
の
強
化

　園児在園中に保育料が納付されるよう、
子育て支援課と保育園が連携して滞納状況
の説明など督促を実施する。
  滞納者の世帯状況等を把握し支払能力に
応じて、分納誓約書の提出を求める。

　早期に未納額の発生を抑えることで収納率
の向上を図る。

収納率目標（現年度分）
　28年度～32年度までの各年度　99.96%

※27年度　99.78%

  幅広いお礼の品の発掘、積極的なＰＲによ
り、全国に岩倉市及び特産品をＰＲすることが
でき、地域産業の振興につながる。また、多く
の岩倉市への応援の気持ちと寄附金を確保す
ることができる。
目標額：
28年度～32年度までの各年度 13,795千円

（積算根拠）　27年度寄附金額（歳入）－27年
度寄附金謝礼等支出額（歳出）

②
積
極
的
な
財
源
確
保

クレジット
カード収納の
実施

12

放課後児童
健全育成手
数料の収納
率の向上

子育て支援
課

　子育て支援課と放課後児童クラブが連携
し収納率100％を維持する。また、滞納者に
ついては、世帯状況等を把握しながら支払
能力に応じ分納誓約書の提出を求める。

子育て支援
課

11

-
5
-



28 29 30 31 32

№
行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課 取組内容
年度目標

効果見込 推進委員会からの意見

検討 実施 実施 実施 実施

　公共施設の空きスペースを効率的に活用す
ることで、新たな財源の確保につながる。

研究 研究 実施 実施 実施

　将来的に、企業の新設又は増設や雇用促進
による税収増が見込める。
目標件数：28年度～32年度までの各年度 １件

1件 1件 1件 1件 1件

　適正かつ厳格な予算執行が期待できる。 検討 実施 実施 実施 実施

　支給物品等の消耗品は、全職員が使用する
ものであるため、全体の中で各所属が使用し
ている件数と費用を庁内に周知して全職員の
コスト意識を高めることにより、消耗品購入費
が削減できる。
　特に内部会議資料のコピーで、再利用（裏面
利用）を行うことは、資源保護にもつながる。

実施 実施 実施 実施 実施

　予算編成時に削減を行うことにより新たな事
業費を生み出すことができる。

実施 実施 実施 実施 実施

行政課

17

商工農政課

行政課

会計課

土地開発基
金保有土地
の適正化

 
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

16

新たな企業
誘致による
市税収入の
増

支給物品等
の消耗品購
入費の削減

20

21

18

19

　安定した税収の確保と新たな雇用の創出
を図るため、工場等新設奨励金又は増設奨
励金を積極的に周知するとともに、雇用促
進奨励金について「企業立地の促進等に関
する条例」に追加制定する。

　所属別の要求数と費用をとりまとめて通知
するなど、会計課から職員がコスト意識を高
めるよう情報発信を行い、支給物品等の消
耗品購入費の削減を図る。

　各課からの予算要求については、施策評
価等の結果が反映されているかを確認する
とともに、市民意向と費用対効果を検討す
る。また、資産・債務・費用等の的確な把握
と管理を行うことで、現在だけでなく将来に
も責任ある計画的な予算を編成する。

　予算編成時に、経常経費（旅費、需用費、
役務費等）、市単独事業委託料、その他事
務事業の見直しを行うことにより経費の削
減に努める。―

　これまで実施している広告付き電子掲示
板や広告付き案内地図の設置、自動販売
機の入札のほか、公共施設の空きスペース
を活用した財源確保策を検討する。行政課

　土地開発基金保有土地は、現に公共用に供
しているもの、将来的に利用予定があるもの、
事業用に供した残地など性質が異なっている。
性質ごとに取扱いの方針を定めることで、処分
又は適正な管理を図ることができる。

②
積
極
的
な
財
源
確
保

③
歳
出
の
効
率
化

　土地開発基金保有土地について、その性
質ごとに区分し、区分ごとの取扱いの方針
を定めることで、適正な管理を図る。

公共施設の
活用による
財源確保

将来にも責
任ある計画
的な予算編
成

経常経費の
削減

-
6
-



28 29 30 31 32

№
行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課 取組内容
年度目標

効果見込 推進委員会からの意見

　財政状況の公表により、市民等にその状況を
正しく、広く認識してもらうことで、市民の信頼を
深められ、市政への直接関与とともに、施策の
可否や改善提案といった市政への間接参画の
促進効果が期待できる。

実施 実施 実施 実施 実施

　市債（一般会計）残高の削減：４億円

　毎年度の市債発行額が、元金償還額を上回
らないようにすることで市債残高が削減し、将
来の世代への負担が軽減されるとともに財政
健全化へ寄与することができる。

検討 １億円
削減

１億円
削減

１億円
削減

１億円
削減

98.81%
（水道料

金）
98.38%
(下水道
使用料）

98.85%
（水道料

金）
98.42%
(下水道
使用料）

98.89%
（水道料

金）
98.46%
(下水道
使用料）

98.93%
（水道料

金）
98.50%
(下水道
使用料）

98.97%
（水道料

金）
98.54%
(下水道
使用料）

　官庁会計では、引当金や減損損失、減価償
却の概念がなく使用料原価が適切に積算され
ないため、公営企業会計に移行することで、適
正な使用料算定の根拠とすることができる。

基本計画 資産調査
等

例規整
備・会計
システム
導入等

実施 実施

行政課

上下水道課

 
持
続
可
能
な
財
政
基
盤
の
確
立

④
財
政
情
報
の
公
表
と
財
政
健
全
化
へ
の
取
組

⑤
上
水
道
及
び
下
水
道
事
業
の
健
全
経
営

23

24

行政課

広報・ホーム
ページ等の
活用による
財政情報の
提供

25

22

下水道事業
の健全経営

　市債残高を削減していくために、毎年度の
市債発行額が元金償還額を上回らないよう
な財政運営をしていく。なお、市債（一般会
計）残高の削減目標値を５年前の水準に戻
すために４億円とする。

　水道料金及び下水道使用料の徴収業務
は、平成20年度から民間委託により効率
化・合理化・運営体制の強化などで経営改
善を図ってきた。また、生活スタイルの変化
により料金支払い方法が多様化する等の利
用者ニーズへの対応と、きめ細かなサービ
スの充実で収納率を向上させて財政基盤の
強化を進める。

・設備の整備・充実等を行う際には、
民間活力の活用等も踏まえ、事業費
が大きくなりすぎないようにしてほし
い。

　コンビニ収納や閉栓時の現地精算等の収納
サービス向上に取り組むことで収納率の向上
を図る。

収納率目標（現年度分）
　32年度 98.97%（水道料金） 98.54%(下水道使
用料）
　前年度対比で0.04ポイントの上昇を目標とす
る。

※27年度　98.77％（水道料金）、98.34％（下水
道使用料）

上下水道課

市債残高の
削減

　下水道事業に地方公営企業法を適用さ
せ、公営企業会計に移行することで経営状
況を明らかにし、一層の健全化を図る。

　広報紙、ホームページに掲載している予
算の概要、決算状況、財務書類４表、財政
健全化判断比率等を図、表、用語解説等を
付記し、より分かりやすいものとしていく。

上水道事業
の健全経営

-
7
-



28 29 30 31 32

№
行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課 取組内容
年度目標

効果見込 推進委員会からの意見

実施 実施 実施 実施 実施

検討 検討 36% 38% 40%

　PPP/PFI手法の優先的検討規程の策定によ
り、岩倉市における民間活力の活用について
の方針を明確にするとともに、PPP/PFI手法の
優先的検討規程において簡易な検討の計算
表を示すことで、庁内における導入の可能性
の調査の実施に繋げることが可能となる。

検討 検討・実
施

実施 実施 実施

　民間活力を導入することで、民間の優れた創
造力、技術力、知識、経験を生かした市民プラ
ザの受付等業務及び市民活動支援センターの
運営により、市民との協働を中間支援組織とし
て推進することができる。

実施 実施 実施 実施 実施

29

27

①
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

②
民
間
活
力
の
積
極
的
活
用

民間活力の
活用を検討
する仕組み
の構築

協働推進課

　公共施設の整備等（運営、維持管理含
む。）の方針を検討するに当たって自ら公共
施設等の整備等を行う従来型の手法に優
先してPPP/PFI手法の導入が適切かどうか
を検討する仕組みを導入するとともに、既存
の民間委託等検討ガイドラインの見直しを
行う。

福祉課

市民プラザ
及び市民活
動支援セン
ターにおける
民間活力の
活用

28

 
質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

26

　一度に複数の検診を受診できるようにするこ
とで、市民の利便性向上につながる。

目標　子宮頸がん検診受診率 32年度 40%
 　　　　　　　　　　　　　　（27年度実績 26.1%）
※女性特有のがんの中で、最も受診率の低い
子宮頸がん検診をセット検診とすることで受診
率の向上を目指すもの。

　市民プラザの受付等業務及び市民活動支
援センター運営業務について、民間活力を
導入する。その業務について毎年モニタリン
グを実施し、結果を運営業務に反映させ、よ
り質の高い市民サービスを行う。

　一人でも多くの人ががん検診等を受診で
きるよう、各種検診の実施日を調整し、複数
検診の同日実施を追加する。

　手話通訳・要約筆記の派遣など、障害の
特性に応じたコミュニケーション支援の充実
を図るため、手話奉仕員養成講座を開催
し、担い手となる手話奉仕員の養成を行うと
ともに、社会福祉協議会が実施する要約筆
記入門講座への協力を行う。
　手話奉仕員になるために必要とする養成
期間の短縮や手話講座内容の充実等を図
るため、平成２９年度から２市２町（犬山市、
江南市、大口町、扶桑町）が共同で開催し
ている手話奉仕員養成講座に加入する。

・様々なところに手話ができる人を増
やし、手話が必要な人にも生活しや
すいようにしてほしい。

がん検診等
のセット受診
の導入

　手話奉仕員、要約筆記従事者が市内に増え
ることで、聴覚・言語障害のある人の積極的な
社会参加の促進や、災害時における支援につ
ながる。
　２市２町に加入することで、短期間での市内
手話奉仕員の増員が見込まれることや、手話
通訳者を目指す人に対し、スキルアップ講座を
受講できる環境が整うため、手話通訳者の増
員につながる。また、手話奉仕員養成講座の
委託費用の削減を図ることができる。

健康課

コミュニケー
ション支援の
充実

秘書企画課

-
8
-



28 29 30 31 32

№
行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課 取組内容
年度目標

効果見込 推進委員会からの意見

　モニタリングの仕組みと基準等の整理を行う
ことにより、適切な民間活力の導入のあり方を
判断することができ、市民サービスの拡大と効
率的な施設管理が促進される。

検討 検討 実施 実施 実施

　大規模災害時の対応を民間企業等の力を借
り円滑に行うことができる。

実施 実施 実施 実施 実施

56.00% 57.50% 60.00% 62.50% 65.00%

（業務委
託）

準備・実
施

実施 実施 実施 実施

（ｱﾚﾙｷﾞｰ
対応）
準備

準備・実
施

実施 実施 実施

（ｽﾍﾟｼｬﾙ
給食）
準備

準備・実
施

実施 実施 実施

民間委託等
の導入に伴う
モニタリング
の仕組みと
基準等の整
理

30

31

33

 
質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

②
民
間
活
力
の
積
極
的
活
用

32

　幅広い年齢層に、応急手当講習会や普通
救命講習会への受講を促し、受講者を増加
させるとともに、市内のAEDを充実させ救急
救命率の向上を図る。

　心肺停止者や重篤な傷病者が発生した場
合、近くにいるバイスタンダーが重要な役目を
果たします。バイスタンダーとなりうる市民の救
命処置を向上させることで、一人でも多くの傷
病者に対しての社会復帰が可能となる。
　
目標：心肺停止者に対するバイスタンダーの
CPR実施率（各年１～12月）
　32年 65.00%

※27年心肺停止者に対するバイスタンダーの
CPR実施率　55.6％（36件中20件）
※バイスタンダー：偶然その場に居合わせた人
　 CPR：心肺蘇生法

救命知識・技
術の普及啓
発による救
急救命率の
向上

学校教育課

給食調理業
務及び配送
業務におけ
る民間活力
の活用

　平成28年８月から新しい学校給食セン
ターの開所に合わせ給食調理及び配送等
業務を民間に委託した。従来の学校給食セ
ンターでできなかったアレルギー対応やシェ
フのスペシャルメニューの提供を行う。

　アレルギーで給食を食べることができなかっ
た児童生徒に乳と卵の除去食を提供すること
ができる。また、スペシャルメニューでは児童生
徒に給食を楽しんでもらえる。
　民間のノウハウを活用し、給食を提供するこ
とができる。

　岩倉市の防災対策として、民間企業等に
協力依頼することが適当と思われる分野
（医薬品の供給、仮設住宅、支援物資関
係、福祉避難所）の項目について、災害時
の協定を締結する。

・応援協定は締結するだけでなく、災
害時に活用できる実態を伴っていなく
てはならないので、留意すること。
・自治体との災害時応援協定につい
ては、縁がなくとも、例えば、空港等
のインフラ設備を備えた市など、実行
性のある近隣市町との協定を結ぶこ
とも考えてほしい。

民間企業等
との災害時
応援協定の
締結

消防署

危機管理課

・ＡＥＤの設置台数は増えている中、Ａ
ＥＤを使用できる人を増やすことがで
きなければ、無駄となってしまう部分
もあるので、救急救命講習の受講人
数の向上に努めてほしい。

行政課

   民間委託等を行った後の評価を行うモニ
タリングについての市の統一的な仕組みと
基準等について民間活力等活用検討委員
会において整理を行い、必要な条例等の制
定や改正を行う。

-
9
-



28 29 30 31 32

№
行政経営プラ
ンの位置づけ

取組業務 所管課 取組内容
年度目標

効果見込 推進委員会からの意見

実施 実施 実施 実施 実施

検討 実施 実施 実施 実施

計画策定 計画策定 実施 実施 実施

検討 実施 実施 実施 実施

38
施策評価に
おける外部
評価の導入

秘書企画課

総合計画の進行管理として、各施策の着実
な推進を図るため、平成23年度から実施し
ている施策評価について、外部評価の仕組
の導入を検討する。

　市民にとって、わかりやすい評価の仕組が構
築され、客観的評価により、適切に施策が推進
される。

検討 検討 試行実施 試行実施 試行実施③
事
務
事
業
の
見

直
し
と
再
編

監査委員事
務局

排水機場・公
園施設・橋梁
の長寿命化
と適切な維
持管理

36

37

34

35

②
民
間
活
力
の
積
極
的
活
用

 
質
の
高
い
行
政
経
営
の
推
進

④
公
共
施
設
等
の
計
画
的
な
改
修
と
有
効
活
用

　来たるべき老朽化による維持管理費の増
大に対応するため、排水機場については新
たに修繕計画を策定し、県事業及び県補助
金を活用する。また、公園施設・橋梁につい
ては引き続き長寿命化計画を定期的に見
直しながら推進する。

計画的な維持管理・更新を行うことでライフサ
イクルコストの縮減を図りつつ、各施設の安全
性・信頼性を高めることができる。

・排水機場は稼動に条件が多く、実際
に稼動した実例も少ないため、市費を
投じて更新すべきか十分に検証する
必要がある。維持管理課

・今回の行政経営プランで最も大きな
事業である。総論賛成各論反対にな
らないよう、慎重にかつ市民への理
解を得ながら進めてほしい。
・ただ施設を減らし、事業を縮小する
のでなく、駅周辺の再開発による賑
わい創出なども平行して注力するな
ど、実施事業のコントロールをしてほ
しい。

指定管理者
監査の実施

　指定管理者制度が法律、条例等に基づき
適正かつ公平に運用されているか、また、
施設管理に関する協定書の内容、事業報
告に対する履行確認及び導入の効果の測
定が適正に行われているか等を着眼点と
し、年間1団体1施設を対象として計画的に
監査を実施する。

　指定管理者が持つノウハウにより多様化する
市民のニーズに応えることができているか、市
民サービスの向上、管理コストの節減が図られ
ているかなどの検証をすることにより、指定管
理者制度の適正な運用に資することができる。
　また、監査は指定管理者に対する牽制的な
効果もあり、事務の効率性・適正性の客観的な
判断や不正防止を図る上で有効な手段であ
る。

生涯学習セ
ンター及び総
合体育文化
センターの民
間活力にお
ける施設利
用の充実

　民間活力の導入により、その効果を十分
に発揮できるような環境の整備や指定管理
者との連携及び調整を行う。

　より多くの利用者に親しまれ、また、新たな利
用者を取り込むことができるような施設の管理
及び運営が可能になる。

公共施設の
最適な配置

　公共施設の来るべき老朽化や人口構造、
社会的ニーズの変化に対応するため、公共
施設の長寿命化を図るとともに、施設の統
廃合も含めた今後のあり方を検討し、最適
な配置の実現に向けた事業を推進してい
く。

　公共施設を維持管理、運営していく上で、今
後、公共施設としての機能を最大限に発揮さ
せることにより、修繕・更新等に係る財政負担
の軽減、平準化を図ることができる。

都市整備課

生涯学習課

-
1
0
-
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取組業務 所管課 取組内容
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効果見込 推進委員会からの意見

27.0％ 36.2％ 41.0％ 47.0％ 50.5％

　施設の安全性の確保とともに、計画的な維持
管理により、近い将来に見込まれる校舎や屋
内運動場の再整備に向け、コストの縮減・平準
化や施設の長寿命化を図ることができる。

検討 検討 実施 実施 実施 ・建物の老朽化は進んでいるので、
修繕が必要な部分はすぐに対応して
ほしい。

実施 実施 実施 実施 実施

検討 検討 検討 実施 実施

調査・検
討

調査・検
討

実施 調査・検
討

調査・検
討

学校施設の
安全性の向
上と適切な
維持管理

学校教育課

　文科省通知「学校施設の維持管理の徹底
について」を参考に学校施設の有資格者に
よる専門的な点検及び診断を定期的に実
施し、施設の損傷等を早期に発見すること
により、計画的な維持管理・更新に取り組
む。
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41

40
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上下水道課

42

　業務システムの更新に合わせ、事務の効
率化、サービス提供の迅速化に資するシス
テムを選定・導入する。導入後も随時、最新
のシステムや情報処理技術の動向につい
て研究し、費用対効果も見据えながら導入
を検討する。

　事務の処理速度、正確性が向上し、業務の
効率化が図られる。また、それに伴いサービス
の質の向上が見込まれる。

②
情
報
化
に
よ
る
事
務
の

効
率
化

環境保全課
健康課

協働推進課

①
情
報
化
に
よ
る
市
民
サ
ー

ビ
ス
の
向
上

ホームペー
ジの活用

　新ホームページのアンケート機能を活用
し、簡易な申込みや意見投稿（市民の声や
パブリックコメントなど）ができるようにし、そ
こから得られた意見等を随時、施策や計画
策定に反映させる。

電子申請機
会の導入

＜環境保全課＞
　犬の登録等業務の一部については電子
申請を可能にしているが、粗大ごみ処理の
申込みなどについても情報化を進め、電子
申請機会の拡大に取り組む。

＜健康課＞
　がん検診の受診申込みについて電子申
請が可能かどうか検討し、可能であれば導
入する。

計画的な基
幹管路の耐
震化

　水道水の安定供給のため、計画的に基幹
管路の耐震化を進める。

　基幹管路の耐震化工事を進めることにより、
耐震化率を向上させることができる。

目標耐震化率
　32年度 50.5％

※27年度基幹管路耐震化率　18.8％
（27年度全国平均　22.5％、27年度愛知県平均
38.5％）

　各種申込みなどの電子申請を可能にすること
で、市民サービスの向上を図ることができる。

・各担当課が個別に対応するのでは
なく、連携して取り組む方が効率的で
ある。個人情報の保護と本人確認の
仕組みのを考慮しながら事業を進め
てほしい。

　簡易な手続きがホームページからできるよう
になり、利便性が高まる。また、集計機能を活
用することで迅速な集計、分析が可能になると
ともに、市民の声を市政に反映しやすくなる。協働推進課

-
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実施 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施

検討 実施 実施 実施 実施

実施 実施 実施 実施 実施
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44 協働推進課

③
市
民
と
行
政
の
情
報
の
共
有

　市民が期待していること、知りたいと思ってい
ることを的確に把握し、それに対する市の考え
方や対応を多様な手段により積極的に公開・
伝達していくことで情報の共有化が進む。

④
情
報
セ
キ

ュ
リ
テ
ィ
の
確
保

セキュリティ
レベルの向
上

　最新のセキュリティ対策について、常に情
報収集を行い、その時々に対応した高度な
セキュリティレベルを確保する。
　また、セキュリティ研修、標的型攻撃メー
ルへの対応訓練等を継続的に実施し、セ
キュリティ意識の向上に努める。

　セキュリティレベルが一定水準に保たれるこ
とにより、安心して情報やサービスの提供を受
けることができる。

広聴活動の
充実と的確
な情報発信

協働推進課

協働推進課

生涯学習課

　市政モニター、市民の声、タウンミーティン
グ等で広く意見を募集するほか、行政区等
と意見交換会を実施するなど、積極的に要
望や困りごとの把握に努める。
　また、ホームページの充実やほっと情報
メールの配信を行う。

市民との協
働による広
報紙づくり

　広報モニターの活動支援を行う。
　市民からの情報発信を行う。

　市民目線で情報発信ができる広報紙とするこ
とで、市からのお知らせだけでなく、身近な情
報や新しい発見に触れることができるため、情
報の共有化が進む。

民俗資料等
のデータベー
ス化と活用

　郷土資料室に所蔵する民俗資料のデータ
ベース化を進め、それらの情報を活用し
ホームページ上で企画展を開催する。

　郷土の歴史や文化に対する理解を深め、郷
土愛を育む。

・データベースの整備だけでなく、実
際の展示等を通して町の活性化にも
つなげてほしい。

-
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2
-
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